
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

・子育て中の女性の就職者数　200人
・インターンシップ利用者数　　100人
・就職活動開始人数（連携する支援機関における人数含む）　3,500人
（設定理由：子育て中の女性の潜在的就業希望者約２万人のターゲット層を対象に就職活動への掘り起こしと就業支援により、希望す
る就職を実現するため上記のとおり設定）

Ｈ27 H28
目標

H26末
（実績） 目標 成果 達成状況

300人

―

44,046 51,885

合計 49,424 49,167

3,933人 達成 ―

200人 260人 達成

達成― 100人 130人

― 3,500人

52,006

子育て等により離職した女性の再就職や、育休復帰後の就業に悩みや不安を持つ子育て中の女性に対し、きめ細かな就業相談や就職
セミナー、インターンシップ等の実施、就職希望者の登録から職業紹介までを一体的に支援することにより、子育て期の女性の就業促進
を図る。
成果目標：就業率　全国１位（H22）　→　全国１位維持（H27）

○働く女性の約６割が出産を期に退職している。（女性の就業率は30～44歳において前後の年代より低くなるＭ字カーブとなっている。）
○県内における子育て期の女性のアンケートでは、非就業者のうち就職意思がない者は６％のみに止まっている。
○子育て女性の採用の可能性及び今後検討するとした企業は合わせて６４％であり、適切な支援とマッチングにより就職につながる可能
性がある。
○多様な勤務形態を希望する子育て期の女性の就業を促進するには、その多様なニーズに沿ったきめ細かな就業支援が必要。

成果目標の達成状況

項目

子育て中の女性の就職者数

インターンシップ利用者数

就職活動開始人数

事業番号 07 06 07 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 女性の就職応援プロジェクト事業費 担
当
課

部局 産業労働部

２雇用の促進　３働きやすい労働環境づくりの推進 実施期間 H27 ～

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

県が先頭に立って事業をすることで、民間における取組の促進が期待される。

課・室 労働雇用課

総合５か年
計画

プロジェクト  5-１-１雇用・社会参加促進　7-２-１活動人口増加 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 検討中

２ 子育てママの就活支援 委託

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績
H27 H28

（当初） （決算） （当初）

１ 子育て期の女性の就業相
談
（ハローワークとの連携）

直営

長野地区に加え、飯田地区に新たに開設されたマ
ザーズハローワークと、再就職支援セミナーを共同で
開催するとともに、就職希望者をマザーズに紹介する
など、連携して相談対応した。

5,378 5,121 121

新たな支援メニューのインターンシップは受入先企業
への就職へ結びつけるなど効果があり、就職者の目標
数を達成した。また職域拡大イベントは業界団体と連
携して実施した。

44,046

49,424 52,006

合計（A) 0 52,006
239人

27年度 28年度

当初予算

補正予算

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの
財源

0 49,424

概　算
人件費

1.45 1.45

0

49,167

12,000

0 0 44,068 0

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

マザーズハローワークとの連携方法を見直し、委託事業と合わせた効率的な相談、就職支援セミナーを実施。
潜在的求職者に対する相談事業として相談件数1,651人といった成果を上げていることから、今後も相談事業を中心とした女性の就業支
援事業を実施していく。

目標に対
する成果
の状況

各支援機関とも連携し、就職者数及び就職活動開始人数は目標を達成しており、子育て中女性の再就職支援は順調に進んでいるといえ
る。
また、インターンシップ受入先企業の開拓及び希望者とのマッチングにより、インターンシップ利用者数は目標を上回ったほか、受入れ先
企業への就職（36件）に結びつくなど成果が上がっている。

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 61,167 64,006

0 12,000

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

5,356 52,006


